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 4） 国立社会保障・人口問題研究所（2009）は，11 町村の高年齢人口の将来推計に
おいて 2000 年～ 2005 年の変動には特異な事情が作用していたとして例外的な扱



























結果を年齢別に区分したものに限定すると，2010 年 3 月現在 32 県が自県
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域について現在人口推計を公表している。表 2 － 1 は，これらの現在人口推
計の公表状況の明細を示したものである。比較のために総務省統計局による













の表示13）各歳別 5 歳階級 一括表章
青森県 人口移動統計調査 1996 年 年 10 月1日 2 月 8 日 合算 0～89 歳 － 90 歳以上 ―
岩手県 人口移動報告 2004 年 年 10 月1日 1 月 合算 0～99 歳 － 100 歳以上 県全域のみ
秋田県 年齢別人口流動調査1981 年 年 10 月1日 11 月 24 日 合算 0～99 歳 － 100 歳以上 県全域のみ
山形県 社会的移動人口調査1962 年 年 10 月1日 2 月 25 日 合算 0～99 歳 － 100 歳以上全域・ブロック別
福島県 現住人口調査 2001 年 月 毎月1日 同月 20 日前後 合算 － 0～84 歳 85 歳以上 県全域のみ
茨城県 常住人口調査 2001 年 四半期 期首 11 月 10 日 合算 0～69 歳 70～99 歳100 歳以上 ―
栃木県 毎月人口調査 1986 年 年 10 月1日 11 月 27 日 合算 0～84 歳 － 85 歳以上 県全域のみ
群馬県 年齢別人口調査 1988 年 年 10 月1日 12 月 11 日 合算 0～99 歳 － 100 歳以上 ―
神奈川県 年齢別人口統計調査1998 年 年 1 月1日 7 月 22 日 合算 0～99 歳4） － 100 歳以上 ―
新潟県 人口移動調査 1975 年 四半期 期首 10 月 30 日 合算 0～99 歳 － 100 歳以上 市町村別
富山県 人口移動調査 1999 年 年 10 月1日 12 月 10 日 合算 0～99 歳 － 100 歳以上 ―
石川県 人口移動統計調査 2003 年 年 10 月1日 1 月 8 日 合算 0～99 歳 － 100 歳以上 ―
福井県 人口統計調査報告 2002 年 四半期 期首 11 月 2 日 合算 0～89 歳 － 90 歳以上 県全域のみ
長野県 毎月人口異動調査 1986 年 半年 期首 10 月 30 日 合算 0～99 歳 － 100 歳以上 県全域のみ
岐阜県 人口動態統計調査 2002 年 四半期 期首 12 月 28 日 合算 0～99 歳 5）－ 100 歳以上 県全域のみ
静岡県 推計人口年報 1999 年 年 10 月1日 12 月 24 日 + 外国人 0～99 歳 6）－ 100 歳以上 ―
愛知県 人口動向調査 2001 年 四半期 期首 12 月 24 日 合算 0～99 歳 7）－ 100 歳以上 市町村別
三重県 月別人口調査 1997 年 年 10 月1日 3 月 10 日 合算 0～94 歳 － 95 歳以上 ―
滋賀県 毎月人口推計調査 2004 年 四半期 期首 翌月 1 日 + 外国人 0～114 歳 8）－ 115 歳以上 市町村別
鳥取県 人口移動調査 1997 年 年 10 月1日 11 月 27 日 + 日本人 0～94 歳 9）－ 95 歳以上 市町村別
島根県 人口移動調査 1992 年 年 10 月1日 11 月 26 日 合算 0～99 歳 － 100 歳以上 県全域のみ
岡山県 毎月流動人口調査 1997 年 年 10 月1日 2 月 22 日 合算 － 0～84 歳 85 歳以上 ―
山口県 人口移動統計調査 1986 年 年 10 月1日 2 月 1 日 合算 0～97 歳 10）－ 98 歳以上 ―
徳島県 人口移動調査 2000 年 四半期 期首 同月末 合算 0～99 歳 － 100 歳以上 市町村別
香川県 人口移動調査 2003 年 年 10 月1日 11 月 9 日 合算 0～84 歳 － 85 歳以上 県全域のみ
福岡県 人口移動調査 1999 年 月 毎月1日 翌月 1 日 + 日本人 0～99 歳 － 100 歳以上 市町村別
佐賀県 人口移動調査 1999 年 四半期 期首 同月末 合算 0～94 歳 11）95～99 歳100 歳以上 ―
長崎県 異動人口調査 1986 年 年 10 月1日 11 月 11 日 合算 0～84 歳 － 85 歳以上 ―
熊本県 推計人口調査 1996 年 年 10 月1日 12 月 22 日 合算 0～99 歳 － 100 歳以上 ―
大分県 毎月流動人口調査 1998 年 年 10 月1日 2 月以前 合算 0～99 歳 12）－ 100 歳以上 市町村別
宮崎県 現住人口調査 2003 年 年 10 月1日 11 月 30 日 合算 0～99 歳 － 100 歳以上 市町村別
鹿児島県 人口移動調査 2001 年 年 10 月1日 2 月 8 日 合算 0～99 歳 － 100 歳以上 ―
統計局 ― 1996 年 年 10 月1日 4 月中旬予定 合算 － 0～84 歳 85 歳以上 都道府県別




4)2001 年から各歳別表示。5)2006 年から 85 歳以上を分割表示。6)1999 年から各歳別表示。7)2006 年から各歳別表示。8)2006
年から各歳別表示。
9)2004 年から各歳別表示。10)2001 年から各歳別表示。11)2009 年から各歳表示。12)1999 年から各歳表示。13) 市町村別は県
全域分・市町村別分を表示。
表２－１　　県による年齢別現在人口推計のサイト公表状況













録データを直接管理しおり，総務省自治行政局へ毎年 3 月 31 日現在の年齢
別登録人口およびそれ以前 1 年間の出生・死亡・転出入などに関するデータ5）






みておこう。表 2 － 2 は，2006 年 10 月 1 日現在の 0 歳と 1 歳の男性人口の
推計の手順を示したものである。2005 年 10 月 1 日現在で実施された国勢調
査が把握した年齢別性別人口を基準人口とし，これに市町村から報告された
国勢調査の時点以降の 1 年間に発生した男性の出生数，年齢別死亡数・転出
入数9）のデータを加減して 2006 年 10 月 1 日現在の推計人口が算出されてい
る。同様に 2006 年 10 月 1 日以降の時点についての推計人口は，2006 年 10
月 1 日現在の推計人口を基準人口とし対象時点までの期間に発生した出生・
死亡・転出入のデータを加減して算出される。









つぎに表 2 － 1 に示した 2010 年 3 月現在の 32 県による年齢別人口推計の
作成と結果公表の状況を立ち入って検討してみよう。





年周期の推計の場合，対象時点は国勢調査の実施日から 1 年後から 5 年後
に相当する 10 月 1 日がほとんどである11）。国勢調査結果を基準人口として
いることから 10 月 1 日が採用されているのであろう。四半期周期推計，半
年周期推計および月次推計の場合にも対象時点にはすべて 10 月 1 日が含ま
れている。
推計結果の表章地域の最小区分は，ほとんどの場合市町村および政令指定
2005 年 10 月 1 日
現在の人口
（国勢調査結果）
2005 年 10 月～ 2006 年 9 月の人口動態 2006 年 10 月 1 日
現在の推計人口
出生 死亡 転入 転出
年齢 年齢
出生前 0 3965 8 64 73 3948 0 歳
0 歳 3850 0 1 105 93 3861 1 歳
秋田県（2007）から作成
表 2－ 2　年齢別推計人口の算出方法
（2006 年 10 月 1日現在の男性人口の推計・秋田県全域）




























計よりもかなり早い。2009 年 10 月 1 日時点を対象とする推計の場合，県に
よる推計の大半が同年 10 月末から翌年 2 月までには公表されているのに対
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また，少なくとも 9 県が，2005 年国勢調査の実施時点である 10 月 1 日現
在の年齢別人口を対象とする推計を，総務省統計局が同調査の速報集計を







大阪市）が年齢別推計人口を公表している。表 2 － 3 に 5 市による推計の明
細を示した。各市による推計の方法も前節でみた各県による方法と同一であ
る。作成周期は四半期の名古屋市21）を除いて 1 年であり，推計の対象時点
は 1 月 1 日の横浜市を除いて 10 月 1 日である。収録データの始期は 2006 年
分の大阪市を除いて 2000 年分以前である。対象人口は各市とも外国人を含
む総数であり，年齢区分は各市とも 100 歳以上を一括表示しているほかは各
歳別である。各市とも世帯数の推計も公表している。公表時期は，表 2 － 2
の各県による推計よりも全般に早い。自ら管理している住民の出生・死亡・






各歳 一括 全市分 行政区別
横浜市 1 年 1 月1日 3 月 31 日 含む 0～99 歳 100 歳以上 あり あり 1993 年 1993 年
川崎市 1 年 10 月1日 11 月 24 日 含む 0～99 歳 100 歳以上 あり あり 1991 年1） 1991 年1）
名古屋市 四半期 10 月1日 同月末 含む 0～99 歳 100 歳以上 あり 引用2） 1981 年 1984 年
京都市 1 年 10 月1日 1 月に冊子発行 含む 0～99 歳 100 歳以上 あり なし 1990 年 1990 年









ネット上で公表している（表 2 － 4）。ここでは県が発表した年齢別推計人
口を県域内の都市が引用している場合は除いた22）。このほかに約 20 市が年
齢別に区分されていない性別人口総数についての推計を公表している23）。
ネット上で推計を公表している 4 市のうち県庁所在地が 3 市を占めており，
都市としての規模がかなり大きい都市に限られていることがわかる。各市に
よる推計の方法も各県による方法と同一である。また，各市とも作成周期は
すべて 1 年であり，推計の対象時点は 1 月 1 日の兵庫県伊丹市を除いて毎年
10 月 1 日である。収録データの始期は 2002 年以前まで遡る。対象人口は各
市とも外国人を含む総数であり，年齢の区分は各市とも一括表示している
100 歳以上のほかは各歳別である。世帯数の推計も各市とも公表している。














各歳別 一括表示 全市分 行政区別
秋田市 1 年 10 月1日 12 月 18 日 含む 0～99 歳 100 歳以上 なし あり １996 年 １996 年 2009 年 10 月
伊丹市 月 1 月1日 毎月翌日 含む 0～99 歳 100 歳以上 なし あり 2002 年 なし なし
長崎市 1 年 10 月1日 11 月 30 日 含む 0～99 歳 100 歳以上 なし あり 1985 年 なし なし
宮崎市 1 年 10 月1日 2 月 3 日 含む 0～99 歳 100 歳以上 なし あり 2001 年 なし なし
表２－４　一般の市による現在人口推計の公表状況
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 10） 公表周期を福島県（2000 年 11 月からそれ以前の 4 半期から月次へ）・岐阜県（2002
年 4 月からそれ以前の 1 年から四半期へ）・愛知県（2009 年 1 月からそれ以前の
半年から四半期へ）が短縮している。
 11） 神奈川県による推計の対象時点は 1 月 1 日である。年齢別に区分していない東京
都・埼玉県・千葉県による推計の対象時点も 1 月 1 日である。
 12） 廣嶋ほか（1993）・白石（1997）。
 13） 鳥取県では，市町村別人口の集計表の年齢区分を 3 区分（2001 年まで）→ 5 歳
階級（2002 年・2003 年）→各歳（2004 年以降）と細分する方向でサイト上の公
表内容が変更されている。このほか山形県（1994 年まで 90 歳以上を一括，1995
年以降 90 歳～ 99 歳を各歳）・静岡県（1998 年まで 3 区分，1999 年以降各歳）・
大分県（1998 年まで 3 区分，1999 年以降各歳）・山口県（1999 年まで 5 歳階級，
2001 年以降各歳）・神奈川県（2000 年まで 3 区分，2001 年以降各歳）・滋賀県（2004
年まで 3 区分，2005 年以降各歳）・島根県（2003 年まで 5 歳階級，2004 年以降
各歳）・福井県（2004 年まで 5 歳階級，2006 年以降各歳）・岐阜県（2005 年まで
85 歳以上を一括，2006 年以降 85 歳～ 99 歳を各歳）・佐賀県（2008 年まで 5 歳
階級，2009 年以降各歳）の各県のサイト上の公表内容でも同様の変更が実施さ
れている。
 14） 2007 年分以降一括表示は 85 歳以上に変更された。1971 年分～ 1979 年分は 65 歳








 16） 滋賀県の推計において外国人を別掲する扱いは，2008 年 1 月から開始された。
 17） 2008 年 10 月分は 2009 年 4 月 16 日に公表された。総務省統計局（2010）
 18） 総務省統計局による推計には，一部の都道府県が独自に算出した「年齢各歳別人
口」「年齢別転出入者数」が利用されている。総務省統計局（2009）
 19） 各県とも 2000 年国勢調査結果を基準人口として利用している。
 20） 2010 年 4 月に政令指定都市に加わる予定の神奈川県相模原市は「神奈川県年齢
別人口統計調査」の結果を引用する形で 1997 年分以降毎年 1 月 1 日現在の推計
人口をサイト上で公表している。










































た個人比率（年齢不詳率）」2）の水準をみてみよう（表 3 － 1）。2005 年調査
の全国についての「未提出率」は 4.4％（2000 年調査では 1.7％，1995 年調査
では 0.5％）であった。同じく全国についての「年齢不詳率」は 0.38％（2000
年調査では 0.18％，1995 年調査では 0.10％）であった。
全国的に両指標の水準は前回調査よりも悪化したが，表 2 － 2 に掲げた推
計を公表している各県の 2005 年調査における水準は福岡県・愛知県を除い












る 2005 年 10 月を対象時点として算出された 2000 年国勢調査を基準とする
推計人口と対比する。2000 年調査と比べた 2005 年国勢調査における精度の
地　 域 未提出率 年齢不詳率 地　 域 未提出率 年齢不詳率
全　 国 4.4 0.38 愛 知 県 5.0 0.49
青 森 県 2.0 0.02 三 重 県 2.4 0.12
岩 手 県 1.4 0.31 滋 賀 県 3.5 0.09
秋 田 県 1.7 0.04 鳥 取 県 2.9 0.09
山 形 県 1.6 0.05 島 根 県 1.0 0.15
福 島 県 3.6 0.07 岡 山 県 2.1 0.37
茨 城 県 1.5 0.06 山 口 県 2.4 0.13
栃 木 県 3.9 0.20 徳 島 県 2.2 0.02
群 馬 県 1.0 0.05 香 川 県 2.8 0.16
新 潟 県 1.8 0.23 福 岡 県 6.1 0.48
富 山 県 2.1 0.08 佐 賀 県 1.3 0.05
石 川 県 3.6 0.07 長 崎 県 1.4 0.04
福 井 県 2.5 0.18 熊 本 県 2.1 0.10
長 野 県 1.3 0.07 大 分 県 2.5 0.28
岐 阜 県 1.2 0.08 宮 崎 県 2.7 0.07
静 岡 県 2.5 0.13 鹿児島県 2.3 0.02
表３－１　2005 年国勢調査における未提出率・年齢不詳率
（単位　％）









青森 岩手 秋田 滋賀 鳥取 佐賀2）大分 青森 岩手 秋田 滋賀 鳥取 佐賀2）大分
0 歳 2.2 2.0 2.1 -0.4 3.6 3.1 0.6 0.7 1.3 -0.9 2.2 3.5
1 歳 4.2 2.9 2.7 2.5 2.0 2.0 3.1 1.6 1.5 2.8 0.6 2.4
2 歳 3.1 0.8 1.2 1.5 1.0 1.5 3.3 2.1 1.7 1.9 0.8 -0.5 1.5 2.5
3 歳 2.0 2.0 2.0 1.8 2.3 2.4 2.4 1.1 1.9 2.0 -0.1 2.5
4 歳 2.5 0.6 1.3 0.9 -0.1 1.9 1.7 0.3 1.7 1.2 -1.2 0.1
・・・
15 歳 -1.1 -0.4 0.6 0.5 -0.3 -0.4 0.1 0.0 0.1 1.1 0.2 0.5
16 歳 -2.5 -1.9 -0.8 -0.7 -0.4 -2.4 -1.5 -0.2 0.4 0.2 -0.5 -1.5
17 歳 -0.7 -0.3 -0.1 0.9 0.3 5.6 -2.1 0.3 0.3 0.7 1.1 1.6 4.4 0.7
18 歳 5.6 6.5 8.4 -0.9 7.8 8.7 7.5 7.4 11.1 0.5 16.2 9.5
19 歳 11.6 17.7 26.8 -3.9 21.4 19.6 14.0 15.7 32.8 1.5 37.5 21.3
20 歳 10.4 15.9 19.8 -5.9 18.2 19.7 12.0 14.5 25.6 1.7 29.1 18.9
21 歳 10.2 12.9 18.8 -2.5 14.1 21.6 12.2 11.0 19.0 2.4 24.5 17.6
22 歳 9.2 8.6 13.0 0.0 9.9 6.7 19.9 8.0 7.4 13.5 4.9 13.5 4.8 14.9
23 歳 4.4 0.2 2.7 0.1 -5.7 2.2 -0.7 -0.5 -4.2 5.3 -3.9 -2.2
24 歳 -3.4 -11.6 -13.6 -0.6 -18.2 -12.2 -12.3 -8.8 -20.2 2.0 -26.3 -15.4
25 歳 -0.4 -5.5 -6.7 2.9 -14.5 -9.8 -6.6 -6.6 -12.6 2.7 -15.5 -15.8
26 歳 4.8 -4.5 -3.4 2.5 -9.9 -8.3 -4.2 -3.0 -6.7 1.3 -10.0 -9.1
27 歳 2.4 -1.9 -4.0 0.3 -6.6 -6.8 -6.8 -2.9 -2.1 -4.7 1.1 -6.8 -5.2 -6.6
28 歳 -0.3 0.5 -1.4 -0.4 -4.7 -5.3 -1.8 -1.7 -0.2 0.0 -4.1 -2.6
29 歳 -0.3 2.2 -0.5 0.2 -0.3 -2.7 -1.5 0.1 0.2 -0.1 -2.1 -1.0
・・・
75～79 歳 -0.9 -0.4 -0.7 -0.2 -0.8 -0.1 0.0 -0.5 -0.3 -0.4 -0.7 -0.4 -0.9 -0.2
80～84 歳 -0.4 -0.2 -0.2 0.0 -0.6 -1.2 0.8 -0.8 -0.4 -0.1 -0.1 -0.9 -1.0 0.3
85～89 歳 -1.4 -0.2 -0.4 -2.0 0.4 0.2 0.2 -1.3 -1.0 -1.2 -2.2 -1.8 -1.5 -0.7
90 歳以上 1.6 1.6 2.3 0.3 5.3 4.0 1.8 -1.2 0.5 0.9 -1.6 4.5 1.7 0.4
総数 0.4 0.0 0.4 -0.1 0.0 0.2 0.2 0.1 0.1 0.3 0.2 0.1 -0.1 0.1
1）差率＝（推計人口―国勢調査人口）／国勢調査人口　を示した。
2）佐賀県だけは 5 歳階級別データである。
表３－２　2005 年 10 月 1日現在の推計人口と国勢調査人口の相違 1）
（単位　％）




表 3 － 2 は，7 県の 2005 年 10 月対象の推計人口と 2005 年国勢調査が把
握した人口との間の相違を，両者の差率が比較的大きい 0～4 歳，15～29 歳，
75 歳以上の 3 つの年齢層に限定して性別年齢別に示したものである（マイ
ナスは国勢調査人口が推計人口を上回っていることを意味する）。
両者の相違は，佐賀県・滋賀県を除く 5 県において高校卒業後の 10 年間
に相当する 18 歳～27 歳の年齢層において他の年齢層と比べて特に大きい。
5 歳階級別の佐賀県のデータについても滋賀県以外の 5 県とほぼ共通の傾向
がうかがえる。滋賀県でもこの年齢層には両者の間に他の年齢層よりも大き
な相違が生じている。






出身の学生が多い大学が所在する草津市・大津市・彦根市では 18 歳～21 歳
の年齢層において国勢調査人口が同時点対象の推計人口を上回っているのに
対して，それ以外の大半の地域では両データの関係は逆転している。このよ
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滋賀県以外の県では両データの関係は女性では 23 歳において，男性では














局による推計結果と比較してみよう。2010 年 3 月時点で公表されている両
推計のうち比較が可能な最新の時点である 2008 年 10 月についての推計結果

















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































よる推計結果の公表では 2008 年分以降 114 歳までの年齢層についても各歳









いし補正が必要な区分が発生した市町村が増加している。2009 年 10 月には
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かもマイナス値ないし補正の必要は福岡県福岡市（2009 年 10 月現在の推計






基準人口 2000 年国勢調査結果 2005 年国勢調査結果
対象年次 2001 年 2002 年 2003 年 2004 年 2005 年 2006 年 2007 年 2008 年 2009年1）
青森県 1 3 4 5 3 0 0 0 1
岩手県 － － － 24 25 3 9 11 14
秋田県 15 21 31 42 17 1 6 9 11
茨城県2） 1 5 7 10 6 2 6 6 7
新潟県3） － － － － # － 6 9 10
長野県 18 28 30 48 # 9 18 34 38
滋賀県 － － － 19 14 2 4 15 19
鳥取県 ＊ ＊ ＊ 0 0 0 2 2 2
島根県 ＊ ＊ ＊ 35 17 6 8 10 10
徳島県4） 13 18 25 32 20 3 5 10 11
香川県 － － 0 1 # 0 1 1 2
福岡県5） 83 96 103 104 # 69 73 77 77
大分県 16 24 26 36 10 4 6 4 5
宮崎県 － － 27 30 # 6 13 14 15






2）茨城県の 2005 年は 7 月 1 日現在。
3）新潟県は　2001 年～ 2005 年のマイナス値を表示せず（「差し引き不能」の県域総
数を表示）。
4）徳島県は市町村人口全体に対する「補正値」（年齢別表示なし）が計上されている




（各年 10 月 1 日現在、一部 7 月 1 日現在）




の時間的な推移を少し詳しくみてみよう。表 3 － 6 には各県からマイナス幅




つぎに 2009 年 10 月を対象とする年齢別性別推計人口にマイナス値が発生





青森県 西目屋村 女性 83 歳 2 1 1 1 -1
岩手県 滝沢村 男性 94 歳 0 -1 -1 -1 -1
秋田県 大潟村 男性 94 歳 0 0 -1 -2 -2
茨城県 水戸市 男性 100 歳以上 8 9 -6 -7 -3
新潟県 津南町1）女性 20 歳 14 ― -8 -13 -9
長野県 南相木村 女性 20 歳 1 -1 -1 -1 -3
滋賀県2）県全域 女性 105 歳 3 ― ― -1 -1
滋賀県 大津市 女性 103 歳 ― ― ― -1 -1
滋賀県 多賀町 男性 97 歳 1 -1 -1 -1 -1
鳥取県 岩美町 男性 89 歳 9 8 3 -1 -1
島根県 知夫村 女性 20 歳 1 -1 -1 -2 -2
香川県 内海町3）女性 20 歳 9
12 -3 -1 -3
池田町3）女性 20 歳 15
大分県 姫島村 女性 19 歳 1 -4 -9 -10 -11
宮崎県 椎葉村 女性 20 歳 4 -3 -7 -5 -5
1）新潟県による推計の集計表は、2006 年まで 5 歳階級別表示のため各歳別人数は不
明。
2）滋賀県の 2005 年国勢調査の県全域の集計表は各歳別表示。2005 年国勢調査の市町
村別人口・2007 年までの県全域推計人口・市町村別推計人口の集計表は、100 歳以
上を一括して表示しているため人数は不明。
3）内海町と池田町は、2006 年 3 月 21 日に合併し、小豆島町となった。
（単位　人）
表３－６　年齢別性別推計値にマイナス値が発生したコーホート実数の推移
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層において多いことがわかる。マイナス値自体は，各歳別性別の区分におい
て 1 人ないし 2 人が大半である。
上記で紹介したケース以外でも，静岡県9）・徳島県10）・福岡県11）が推計結
果にマイナス値が発生してもそれを各歳別には表示しない処理をしている。
このうち秋田県秋田市については，すでに述べたように毎年 10 月 1 日現
在の大字別の年齢別性別推計人口が 1996 年分以降公表されている。表 3 －
8 には 2009 年 10 月現在分の推計結果においてマイナス値が発生している大
字の年齢別性別の人数などを掲げた。秋田市全域についての年齢別性別推計
には各年次ともどの年齢層にもマイナス値は発生していないが，2009 年 10
月現在分には全市で 69 の大字のうち 7 つの大字においてマイナス値が発生
している12）。公表されている集計表では 84 歳までは各歳別に，85 歳～99 歳
は 5 歳階級別に，100 歳以上は一括して表章されているが，マイナス値は 95




発生年齢層 20 ～ 30 歳だけ 85 歳以上だけ




青森県 0 1 0 0 1
岩手県 0 14 0 0 14
秋田県 0 11 0 0 11
茨城県 0 7 0 0 7
新潟県1） 1 7 1 1 10
長野県2） 4 28 5 1 38
滋賀県 0 19 0 0 19
鳥取県 0 2 0 0 2
島根県3） 4 4 1 1 10
香川県 2 0 0 0 2
大分県 0 5 0 0 5
宮崎県 0 8 7 0 15
1）粟島浦村では 6 歳男性にも発生。
2）北相木村では 64 歳男性にも発生。
3）知夫村では 11 歳女性、32 歳女性、37 歳男性、同女性、38 歳女性、49 歳女性にも発生。
（単位　市町村）
表３－７　マイナス値発生年齢層別市町村数（2009 年 10 月現在推計）
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大字 保戸野 楢山 茨島 東通 泉（旭川）牛島東 飯島
所在地域 中央地域 中央地域 中央地域 東部地域 東部地域 南部地域 北部地域
性 男 女 女 女 女 男 女
性別総数 2658 5283 2505 3310 1651 2715 8499
年　齢 95 ～ 99 歳 -1 7 -1 7 -2 1 18
100 歳以上 1 -1 -1 -1 0 -1 -1
不　詳 4 1 5 14 0 3 2
1）2005 年国勢調査結果を基準人口とする 2009 年 10 月 1 日現在の推計値



















 4） このケースと比べて，6 県へ転入届を提出せずに転居して国勢調査によって把握
されたという逆のケースは，少ないのではないかと考えられる。
 5） この差は，総務省統計局による推計が各県による推計では利用されていない出入




 6） 2008 年 10 月現在の県域全体の推計結果では 108 歳・110 歳の人数がそれぞれ「-1」
に，2009 年 10 月現在の推計結果では 107 歳・109 歳・111 歳の人数がそれぞれ「-1」
となっている。
 7） 2009 年 10 月現在の推計結果では滋賀県域全体の 99 歳・102 歳・108 歳の外国人
女性の人数がそれぞれ「－ 1」に，同県竜王町の外国人女性人口総数の人数が「-6」
となっている。







11） 福岡県による毎年 10 月現在の推計人口における県全域の「計算不能」は 1996 年
596 人，1997 年 923 人，1998 年 1202 人，1999 年 1477 人，2001 年 587 人，2002
年 909 人，2003 年 1211 人，2004 年 1510 人，2006 年 373 人，2007 年 561 人，
2008 年 740 人と国勢調査の実施時点からの経過年数が長くなるにつれて増加し
ている。福岡県（2010）








で 46.5 万世帯，「社会福祉施設に入所している者がいる世帯」は同 15.1 万世帯，
「病院に長期入院がしている者いる世帯」は同 12.5 万世帯であった。厚生労働省
（2009）
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